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年度中間決算説明会　資料

2001年11月22日

大阪ガス株式会社
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Ⅰ部　決算概要説明
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年度中間期実績と年間見通 Ⅰ

101

115

168

207

175

233

3,275

4,024

中間期

00年度

329

360

539

638

593

740

7,541

9,519

年間

01年度億円

400108個別

430(1.08)109(1.01)連結当期利益

640173個別

720(1.13)187(1.08)連結経常利益

683221個別

820(1.20)275(1.24)連結営業利益

7,6153,351個別

9,850(1.29)4,385(1.31)連結売上高

年間見通中間期

350-

400-

650-

750-

660

800

7,880

9,930

中期計画

02目標

中期計画の02売上高目標値は、当初前提の103円/$、22$/bblﾍﾞｰｽから118円/$、28$/bblに置換、

( )　内は、連単倍率（四捨五入）、為替ﾚｰﾄはTTM、原油価格はJCC

7,4583,4447,4073,515百万m3ｶﾞｽ販売量

43443535連結子会社数

27.326.528.427.9$/bbl原油価格

120.1122.2110.5107.2円/$為替ﾚｰﾄ

7,759

25

28

118
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年度中間期実績と年間見通 Ⅱ

4.12

4.70

39.9

36.9

---

---

---

---

中間期

00年度

13.45

14.72

39.2

36.2

8.2

8.0

3.2

2.9

年間

9.0---連結株主資本利益率

9.5---個別ROE (%)

3.2---連結総資産利益率

3.7---個別ROA (%)

01年度

16.564.48個別EPS (円/株)

17.804.51連結一株当り利益

38.440.8個別(%)

36.137.6連結株主資本比率

年間見通中間期

中期計画

02目標

3.5%-

3.5%-

9.0%-

9.0%-

---

---

---

---

EPSは期中平均株式数ﾍﾞｰｽ
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年度中間期実績と年間見通 Ⅲ

4,306

5,379

▲40

▲59

316

408

265

378

中間期

00年度

4,013

5,101

372

405

714

924

685

912

年間

01年度億円

4,2604,146個別

5,3375,241連結有利子負債

40018個別

480▲15連結ﾌﾘｰｷｬｯｼｭﾌﾛｰ

690347個別

896451連結減価償却費

807302個別

1,100462連結設備投資

年間見通中間期

在籍人員

8,9659,1439,2419,468個別

14,27714,74214,25614,201連結

ＦＣＦ＝税引き後営業利益+減価償却費（附帯込み）等内部留保-設備投資（ｷｬｯｼｭﾍﾞｰｽ）

在籍人員は、出向を含み嘱託を除く（有価証券報告書の数値と異なる）
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ｶﾞｽ販売概況

1,445(+4.4)755(+6.0)1,383713商・公・医療用

3,444(▲2.0)
1,733

53(+3.0)

2,559(▲1.3)

1,803(▲4.0)

833(▲4.5)

(▲6.0)
25.3

64

6,440

中間期

01年度

14114359新設工事件数（千件）

3,515
1,744

51

2,592

1,879

872

26.9

6,337

中間期

00年度

7,407
3,394

124

5,039

3,656

2,244

34.5

6,401

年間

備考

7,458(+0.7)
3,510

ｶﾞｽ販売量計（百万m3）

　　うち大口供給

134(+8.1)卸供給

5,122(+1.6)業務用計

3,677(+0.6)工業用

2,202(▲1.9)家庭用

(▲2.5)
33.3

家庭用1戸当り

販売量（m3/月）

【家庭用】

3-4月の高気温により中間期は
戸当り販売量減少（▲1.1m3）、

下期は平年気温と想定し、当初
計画通り。

【工業用】

機械・金属業を中心に景気影響
による稼動減。下期は中間期並
みの稼動水準と想定。

【商業用】

ｺｰｼﾞｪﾈ・GHPでの需要獲得と6-7
月の高気温により中間期は好調。
下期は平年気温で想定。

6,454期末取付ﾒｰﾀｰ（千件）

年間見通

46.04655MJ/m3  ( )内は対前年比(%)
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年度中間決算の評価年度中間決算の評価
� 決算実績

� 営業利益：

� 連結営業利益は前中間期に比べて、41億円の増益。連結子会社計では、景気低迷の影響によ

り営業利益は減益となったが、大阪ガス個別決算の増益が貢献した。

� 時価会計の影響と当期利益：

� 全般的な株安により投資有価証券評価損を連結41億円、個別40億円計上。個別では営業増益

と評価損を相殺した上で当期増益となったが、連結では減益。年間の目標利益は連結・個別と
も達成可能。

� ガス販売量

� 春先の高気温による家庭用の減少、景気低迷による工業用の減少により、中間期ガス販売量は前
年度を2.0%下回った。

� グループ経営

� 連結子会社ではﾊｰﾏﾝのﾘｺｰﾙや再編費用の計上、及びｵｰｼﾞｽ総研での利益率の低下を除けば、全
般的に消費不況の中で健闘。

� ｺｰｼﾞｪﾈﾃｸﾉｻｰﾋﾞｽの設立、ﾎｰﾑﾌﾟﾛの事業会社化、ﾊｰﾏﾝの再編(会社分割と株式の譲渡）

� その他（料金改定、増配、自己株式消却）

� 料金改定は02年前半に実施予定、時期･幅については具体的検討に入る。

� 配当は今中間期1株3円､通期で6円の計画。

� 自己株式消却は、今回上限200億円・60百万株で計画。
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エネルギー競合の現状と今後の競争戦略(1)
【家庭用】

　

背景となる状況戦略の方向性

� 経済・社会環境

� 人口増加率の鈍化

� 戸当り販売量の低迷

� 温暖化傾向と消費の手控え

� 競合の激化

� 電力会社によるｵｰﾙ電化住宅
（電気温水器・IHｺﾝﾛ・CO2ﾋｰﾄﾎﾟ

ﾝﾌﾟ）への積極的取組み

� 電気料金の値下げとｵｰﾙ電化
割引料金
（経済優位性の縮小）

� 空調分野の需要開発への注力

� 床暖房・家庭用空調・・・既築向け商品の充実と拡販、ｲﾆ
ｼｬﾙｺｽﾄの低減

� 電力需要獲得・・・家庭用ｺｰｼﾞｪﾈの開発・導入

� 02.秋　ガスｴﾝｼﾞﾝｺｰｼﾞｪﾈ商品化

� 05.　　PEFCｺｰｼﾞｪﾈ商品化

� ﾏﾝｼｮﾝｺｰｼﾞｪﾈの導入促進

� 価格政策・・・競争力のある料金ﾒﾆｭｰ創設

� 01.1「ほっと料金」導入

� 料金水準の改善・ﾒﾆｭｰの多様化

� 一層のコストダウンと販売力の強化

� 物流コスト、原価率の低減

� 流通チャネルの選別
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エネルギー競合の現状と今後の競争戦略(2)

【業務用・産業用】

　

背景となる状況戦略の方向性

� 業務用・産業用でのｶﾞｽ空調（吸収式・GHP）、ｺｰｼﾞｪﾈの強味

を徹底的に追求

� 新たな市場獲得と競争力を強化するためのｺｰｼﾞｪﾈ商品開発

� より小規模分野へ・・・ﾏｲｸﾛｶﾞｽｴﾝｼﾞﾝ（9.8kW）

� より高効率化へ・・・ﾐﾗｰｻｲｸﾙｴﾝｼﾞﾝの導入(01.10）

� お客さまにﾒﾘｯﾄのある料金ﾒﾆｭｰの創設

� TES（ｺｰｼﾞｪﾈ）料金(99.7）、高稼動TES（ｺｰｼﾞｪﾈ）料金(01.4)
� 価格･総合ｻｰﾋﾞｽとｾｯﾄの長期契約（最長12年）の促進

� 金融技術の利用による料金価格固定化

� 環境分野等での用途開発、PFI･ｵﾝｻｲﾄ型（設備ﾘｰｽ）の提案

� 新たな差別化の構築

� 営業力･ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ力、ﾒﾝﾃﾅﾝｽ体制の強化に加えて、新
たにﾌｧｲﾅﾝｽ提案力の充実

� 電力-ガスの競合激化

� 電気料金の値下げ

� 新たにガス-ガスの競合の出現
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エネルギー競合の現状と今後の競争戦略(3)

　

背景となる状況戦略の方向性

【電力ﾋﾞｼﾞﾈｽへの取組み】

� PPS（Power Producer & Supplier: 特定規模電気事業者）

� ｴﾈｯﾄへの電力卸売、ｴﾈｯﾄの小売ﾏｰｹﾀｰ
（都島ｴﾈｾﾝ　1.5万kW、01.4運開、泉北製造所　1.8万kW、02.6運開予定、

姫路製造所　5万kW、04年運開予定）

� ｴﾈｯﾄのPPS規模は、現在6.1万kWを04年度に50万kWま
で拡大の見込み（特高のみ）

� 大口顧客のｺｰｼﾞｪﾈ余剰電力の調達と販売を検討

� IPP事業

� 酉島IPP　15万kW ､02.4運開

� ｺｰｼﾞｪﾈ販売の全国展開

� CTS（ｺｰｼﾞｪﾈﾃｸﾉｻｰﾋﾞｽ）設立　01.7設立

� 商社、国産天然ｶﾞｽ会社、地方ｶﾞｽ会社等とのｱﾗｲｱﾝｽ

� 当社ｺｰｼﾞｪﾈｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ力と関西での既存顧客のﾈｯﾄﾜｰ
ｸの活用

� ｵﾝｻｲﾄ発電（自家発電代行＋ESCO）

� ﾏｲｶﾙ茨木ｵﾝｻｲﾄ型発電受託（01.1ｻｰﾋﾞｽ開始）

� 大阪府立母子保健総合医療ｾﾝﾀｰESCO事業（02.4ｻｰﾋﾞｽ
開始予定）

� ｴﾈﾙｷﾞｰ市場飽和に対し、ﾜﾝｽﾄｯ
ﾌﾟ体制の早期構築によるｴﾈﾙｷﾞｰ
ｼｪｱ拡大の必要性

� 競争力ある電源（LNG基地ｺﾝﾋﾞ
ﾅｰﾄ型発電）確保の必要性

� 電力自由化範囲の拡大の可能
性

� ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ力によるｺｰｼﾞｪﾈの
全国展開（地方ｶﾞｽ、国産天然ｶﾞ
ｽ会社の需要開発の強いﾆｰｽﾞ）

� 省ｴﾈ・環境改善、設備投資抑制
のﾆｰｽﾞ
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Ⅱ部　参考データ

� ｶﾞｽ機器販売状況

� 新規分散型電源開発

� 設備投資状況

� ＦＣＦの使途

� 利益による自己株式消却

� Ｇ1～Ｇ10の概況
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家庭用ｶﾞｽ機器販売状況

� 床暖房

� 販売台数は前年度の1.4倍の85千台。新築住宅への装着率は約40％。

� 既築住宅向け「ﾇｯｸはやわざ」を11年度から販売開始し、既築住宅でも販売増加傾向。

� ほっと料金

� 13年1月から導入した家庭用ｶﾞｽ温水床暖房契約「ほっと料金」の契約は13年9月末時点で
19千件。契約の条件となる家庭用温水床暖房の設置件数は、約180千件。

13 22 31
57

83 74

2
2

2

5

8
11

0

20

40

60

80

100

96 97 98 99 '00 '01

床暖房販売台数（千件）

新築

既築

※01年度は中間期の実績ベース

既築：卸ﾍﾞｰｽ
新築：契約ﾍﾞｰｽ
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ｺｰｼﾞｪﾈ・空調機器販売状況

� ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ
� 中間期は設置件数で43件、容量で27千kW増加。

� 特に、9.8kWﾏｲｸﾛｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ等小容量のｺｰｼﾞｪﾈを中心とした拡販を強

化。

� 300kW以下のｴﾝｼﾞﾝとしては世界ではじめて発電端効率40%を達成したﾐﾗｰｻｲ

ｸﾙ希薄ｶﾞｽｴﾝｼﾞﾝを商品化。

� 空調
� 卸・小売商店や食堂・ﾚｽﾄﾗﾝ等、ｼﾘｰｽﾞｵｰﾅｰを中心としてGHPの採用が増加。

8,830

1,041

771

00年度

容量（千kW）

容量（千kW）

件数（件）

9,1328,1467,6407,1306,715ｶﾞｽ空調

1,068963855817728

814640520445385ｺｰｼﾞｪﾈ

01年度99年度98年度97年度96年度

【ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝ・空調　累積設置容量・件数】

空調は、吸収式とGHPの合計。01年度は中間期末まで。
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新規分散型電源開発と電力ﾋﾞｼﾞﾈｽ

� 新規分散型電源開発の状況

� 1kW家庭用ｶﾞｽｴﾝｼﾞﾝｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ・・・10月から当社区域内20ヶ所で商
品化に向けた実用ﾃｽﾄを開始、02年秋に戸建て住宅を中心に販売開始予定
（9/18ﾌﾟﾚｽﾘﾘｰｽ）。

� 家庭用燃料電池ｼｽﾃﾑ・・・米国Hﾊﾟﾜｰ社に改質技術を供与（3/21）。三洋電機に
燃料改質技術を供与（8/27）。荏原ﾊﾞﾗｰﾄﾞ社等との共同研究について合意
（10/22ﾌﾟﾚｽﾘﾘｰｽ）。

� 電力ﾋﾞｼﾞﾈｽ、ESCO
� 酉島IPP（GT15万kW）・・・02年4月より稼動、関西電力様へ卸売。

� GPIのｴﾈｯﾄ向け電源調達として都島ｴﾈﾙｷﾞｰｾﾝﾀｰ（GT1.5万kW）01年4月稼動、
ｴﾈｯﾄ自社電源として日立造船舞鶴（DE3.5万kW）02年4月稼動予定。

� 自社電源開発・・・泉北（GT1.8万kW）02年6月稼動予定、姫路（GT5万kW）04年

計画。

� ｴﾈｯﾄの電源容量は01年11月時点で、6.1万kW確保。

� ESCO・・・大阪府立母子保健総合医療ｾﾝﾀｰ向けESCO (ｵﾝｻｲﾄｴﾈﾙｷﾞｰｻｰﾋﾞｽ）
を02年4月開始予定。ﾀﾞｲﾀﾞﾝ・東芝との合弁。
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マンションコージェネシステム営業事例

•コージェネの発電は共用部分（照明・エレベータ）と各戸に供給

•コージェネ排熱は湯としてタンクに貯蔵し、ボイラーの給水余熱として利用することにより、給湯負荷

を低減

•コージェネ導入でガスの使用量増加（標準家庭で年間約600m3→約1,300m3/戸)に加え、負荷が平準

化され、選択約款料金が適用可能になり、お客さまにコストメリット

コージェネ

(110kW)

貯湯

タンク

730MWh/年
各住戸へ

(190戸＋6店舗）
各住戸へ

ボイラー

(200Mcal/h
×5台)

245MWh/年
共用部へ

発電電力 排熱
給湯用・
暖房用
温水
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ｶﾞｽｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝの需要とそれに対応する新技術

エ
ネ
ル
ギ
ー
需
要
に
占
め
る
電
力
比
率　

（
％
）

１００

９０

１

発電容量　（ｋＷ）
１００００１００

０
１００１０

産業用大規模業務用施設小規模業務用施設

家庭用

こ
れ
ま
で
普
及
し
て
き
た
分
野

普
及
が
期
待

さ
れ
る
分
野８０

７０

６０

５０

４０

３０

２０

１０

産業用工場産業用工場
（製紙・食品）（製紙・食品）

産業用工場産業用工場
（金属・機械）（金属・機械）

地域地域
冷暖房冷暖房

事務所・事務所・
店舗店舗

病院・病院・
ホテルホテル

コンビニエンスコンビニエンス
ストアストア

ファーストファースト
フードフード
レストランレストラン

銭湯銭湯

ＰＥＦＣ ・ ﾏｲｸﾛｶﾞｽｴﾝｼﾞﾝ マイクロガスタービン 高効率ガスエンジン・タービン
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設備投資の状況

� 連結では地域冷暖房設備をｶﾞｽｱﾝﾄﾞﾊﾟﾜｰｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ(GPI)に移管したことなどで、対
前年同期84億円増、個別では37億円増。

� 年度見通しについては、連結・個別とも当初計画通り。

01年度00年度億円

685

76

493

116

年間

807302265個別計

22011324業務設備等

492152190供給設備

953751製造設備

年間見通中間期中間期

GPI地冷設備　91（年間108)
OGICﾘｰｽ資産 17（年間48）

G&P 酉島IPP 5（年間25）

ｵｰｼﾞｰｵｰﾄ ﾘｰｽ資産 9（年間20）

連結子会社の主な
設備投資

1,100462912378連結
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年度連結ＦＣＦ使途

0 100 200 300 400 500 600 700 800

配当

122億円

自己株式消却

146億円

新規投資

137億円

配当

145億円

新規投資等

135億円

00年度

01年度

計画

ﾃﾞｯﾄ・ﾚﾊﾞﾚｯｼﾞによる
新規投資211億円

ﾃﾞｯﾄ・ﾚﾊﾞﾚｯｼﾞに
よる新規投資
95億円

自己株式消却

200億円

計画値には、1株当り1円の増配、11月20日に発表した利益による自己株式消却と、決算発表時の収支見通
しに基づくﾌﾘｰｷｬｯｼｭﾌﾛｰの増加（450億円→480億円）を前提として織り込んでいる。

（億円）

� 01年度中間期の新規投資の主な案件

� 台湾LNGﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄへの参画（GPI出資）約5億円

� ﾎｰﾑﾌﾟﾛ設立等　約6億円　
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利益による自己株式消却の実施
� 実施概要

� 意義・目的

� ﾌﾘｰｷｬｯｼｭﾌﾛｰの有効活用

� 消却することでROE・EPSの向上等、株主資本効率が一層改善

� 年度当初からﾌﾘｰｷｬｯｼｭﾌﾛｰの使途として、新規ﾋﾞｼﾞﾈｽ投資の代替策として検討
していたもの。

� これまでの自己株式消却実績

市場買付方式買付方法

02年6月当社株主総会まで買付可能期間

上限200億円、60百万株取得規模

310円/株100億円32.3百万株00.11-12

248円/株96億円38.6百万株00.2-4

361円/株100億円27.7百万株99.2-3
購入単価購入金額消却株数期間
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関係会社の再編・設立

� ﾊｰﾏﾝの会社分割・ﾉｰﾘﾂ（株）への株式譲渡

� 9月1日にG5中核会社のﾊｰﾏﾝを、ﾊｰﾏﾝ企画・ﾊｰﾏﾝ・ﾊｰﾏﾝﾌﾟﾛの3社に分割し、10月1
日、大阪ｶﾞｽｸﾞﾙｰﾌﾟが保有するﾊｰﾏﾝ・ﾊｰﾏﾝﾌﾟﾛの株式をﾉｰﾘﾂ(株）へ部分譲渡

� 強みの違い（ﾉｰﾘﾂ：給湯、ﾊｰﾏﾝ：厨房）、販売ﾙｰﾄの違いを活かした売上拡大と製造
部門の効率化を目標

� ｺｰｼﾞｪﾈﾃｸﾉｻｰﾋﾞｽの設立（6月29日）

� 商社（住友商事・三井物産）、ﾃｽ・ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ社、石油資源開発、地方ｶﾞｽ4社との合

弁。

� 区域内ｺｰｼﾞｪﾈｼｽﾃﾑのｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ・ﾒﾝﾃﾅﾝｽ業務と区域外でのｺｰｼﾞｪﾈ等販売。

� ﾎｰﾑﾌﾟﾛ（住関連ｻｰﾋﾞｽの総合ﾎﾟｰﾀﾙｻｲﾄ）の事業会社化

� 2月から関西ｴﾘｱで事業開始、7月から首都圏・中部圏で事業開始。

� NTT西日本・東日本と合弁で11月設立、本格的な事業展開を行いつつある。

� 地域冷暖房事業をGPIに移管（7月1日）

� 経営の一層の効率化と電力ﾋﾞｼﾞﾈｽのｼﾅｼﾞｰを追求。

� その他・・・ｱｲさぽーと（人事・給与・福利厚生等の従業員ｻﾎﾟｰﾄｻｰﾋﾞｽ）の設立
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ｴﾈﾙｷﾞｰﾋﾞｼﾞﾈｽの概況

▲4▲51,491665G1-G5 計

▲10
▲16

---
5

---

▲1

▲1
3

+3

2

中間期

当期純利益 概況売上高ｸﾞﾙｰﾌﾟ

▲14
149

---
40

---

275

▲4
87

+21

113

中間期

ｶﾞｽ機器販売の需要低迷と中間期計上の再編・ﾘｺｰﾙ
費用等により減収減益

▲4
▲20

▲28
334

Ｇ５

ﾊｰﾏﾝ

今年度からｶﾞｽｱﾝﾄﾞﾊﾟﾜｰｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ、ｶﾞｽｱﾝﾄﾞﾊﾟﾜｰの2
社を連結化。地域冷暖房事業の移管（01.7）

---
0

---
87

Ｇ４

ＧＰＩ

昨年度下期から損益連結、今年度は更に3社を連結に
LPGの販売は増加しているがCPの下落に伴い

売値の下落が先行し、粗利を圧迫。下期（需要期）CP
の上昇により改善の見込み。

追加。
---

3

---

613

Ｇ３

ＮＩＰＧ

工業用ｶﾞｽの需要低迷をLPG販売販売増でｶﾊﾞｰ。H12
特別損失計上の影響により増益の見通し。

+9
7

▲4
189

Ｇ２

ﾘｷｯﾄﾞｶﾞｽ

住設関係（近配）、LNG輸送（OGIT)が通期では大幅増

は海外天然ｶﾞｽ生産事業
（UGO),USJへの熱供給（此花熱供給）が好調。通期で

は全体で増益の見込み。

益の見通し。非連結で

+3

3

▲1

267

Ｇ１

大阪ｶﾞｽ除く

年間年間

（連結対象子会社の合計、単位：億円、左肩は対前年同期差）

数値は連結統一基準ﾍﾞｰｽにつき、各会社の個別決算数値とは異なる。
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都市ﾋﾞｼﾞﾈｽの概況 （連結対象子会社の合計、単位：億円、左肩は対前年同期差）

数値は連結統一基準ﾍﾞｰｽにつき、各会社の個別決算数値とは異なる。

48171,829824G6-G10 計

431133211,490G1-G10 計

+2
5

+0
1

▲6
▲2

+1
4

▲4
7

中間期

当期純利益 概況売上高ｸﾞﾙｰﾌﾟ

+24
358

▲4
65

▲7
110

+6
166

▲6
124

中間期

ｵｰｼﾞｰｷｬﾋﾟﾀﾙは前期に子会社株式評価減を計上し
ていたため増益。受注型の大阪ｶﾞｽｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ、
KRIで減収減益。

+12
21

▲11
784

Ｇ１０

ｵｰｼﾞｰｷｬﾋﾟﾀﾙ

携帯電話市場低迷による電極材販売が減少してい
るが、浄水器等環境材が好調で増益の見込み

+3
2

▲2
140

Ｇ９

大阪ｶﾞｽｹﾐｶﾙ

IT不況により減収、また前期に投資有価証券売却

益計上があったことで減益

▲13
5

▲2
310

Ｇ８

ｵｰｼﾞｽ総研

ｷﾝﾚｲは「かごのや」の新店出店効果で大幅増収増
益の見込み。ｵｰｼﾞｰﾛｲﾔﾙは既存店の落込みや不
採算店の閉店費用等により大幅減収減益の見込み

▲1
7

+3
347

Ｇ７

ｷﾝﾚｲ

ｱｰﾊﾞﾈｯｸｽが新規物件増・ｺｽﾄ減により増益見込み。
ｾﾚﾝﾃﾞｨのｵﾌｨｽｻｰﾋﾞｽ部門は大阪ｶﾞｽのｺｽﾄ減を受
け、売上減少。

▲0
12

▲22
247

Ｇ６

ｱｰﾊﾞﾈｯｸｽ

年間年間

売上高 営業利益 当期利益 関係会社 

単純合計 中間期 年間 中間期 年間 中間期 年間 

01 年度(118 社) 1,746 3,869 59 136 22 49 
00 年度(116 社) 1,404 3,861 65 157 22 23 

 当表のみ各社決算値ﾍﾞｰｽ
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連結業績の概況

対前中間期比較 

収益・費用（ａ） 

増減 比率（％） 

当社単独    

の業績 

（ｂ） 

連単倍率

(a)/(b) 

売  上  高 4,385 361 109.0 3,351 1.31

売 上 原 価 2,304 298 114.9 1,591 1.45

供給販売費及び 
一般管理費 

1,806 20 101.2 1,537 1.17

営 業 利 益 275 41 118.0 221 1.24

経 常 利 益 187 △19 90.4 173 1.08

中間純利益 109 △6 94.7 108 1.01
 
 当 中 間 期  前 中 間 期  増 減  

フリーキャッシュフロー  △  15 億 円 △  59 億 円 ＋  44 億 円
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通期の見通し（連結）

通 期 見 通 し 前 期 比 
売 上 高 9,850 億円  ＋3.5% 
営 業 利 益 820 億円 ＋10.7% 
経 常 利 益 720 億円 ＋12.8% 
当 期 純 利 益 430 億円 ＋19.1% 

配 当 
１株につき年間 6 円（中間配当金を含む）配当を 
予定しています。 

 

平成 14 年 3 月期 
（計画） 

平成 13 年 3 月期 
（実績） 平成 14 年 3 月期計画内容 

1,100 912 製造所ＬＮＧタンク、輸送幹線・本支管敷設など 

 

通期の設備投資計画
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収支の概要（個別）

前 中 間 期 比 較  前 中 間 期 比 較
収      益  増 減 比 率 (% )  費    用  増 減 比 率 (% )

 売 上 原 価 9 4 4 9 2 1 1 0 .8
 供 給 販 売 費

一 般 管 理 費
1 ,5 3 7 △ 1 7 9 8 .9

製

品  

売  

上  

ガ ス ･ 副 産 物

売      上  
2 ,6 3 8 1 1 6 1 0 4 .6

 計     2 ,4 8 2  7 4 1 0 3 .1
受 注 工 事 1 7 4 1 8 1 1 1 .6  受 注 工 事 1 6 2 1 0 1 0 6 .7
器 具 販 売 4 0 5  △ 1 7 9 5 .9  器 具 販 売 3 8 8 △ 2 2 9 4 .4
そ の 他 1 3 2  △ 4 1 7 6 .1  そ の 他 9 5  △ 3 2 7 4 .4

そ

の

他

売

上  
計  7 1 3  △ 4 0 9 4 .6  

そ  

の

他

費  
用  

計  6 4 7 △ 4 5 9 3 .4

売 上 高 3 ,3 5 1 7 5 1 0 2 .3  営 業 費 用 3 ,1 2 9 2 9 1 0 0 .9
 営 業 利 益 2 2 1 4 6 1 2 6 .5

営 業 外 収 益 3 4 2 1 0 8 .8  営 業 外 費 用  8 2 4 4 2 1 4 .8
収 益 計 3 ,3 8 5 7 8 1 0 2 .4  費 用 計 3 ,2 1 2 7 3 1 0 2 .3

   

  経 常 利 益 1 7 3 5 1 0 3 .1
   中 間 純 利 益 1 0 8 7 1 0 7 .3

 

フリーキャッシュフロー　１８億円

 1 3 年 9 月 中 間 期  

(1 3 / 4 ～ 1 3 / 9 )  

Ａ  

1 2 年 9 月 中 間 期  

(1 2 / 4 ～ 1 2 / 9 )  

Ｂ  

 

Ａ － Ｂ  

 

為 替 レ － ト  (円 / $ )   ※ 1  1 2 2 .2  1 0 7 .2    ＋ 1 5 .0  
原 油 価 格   ( $ / b b l )   ※ 2  2 6 .5  2 7 .9     △ 1 .4  

 
※1：ＴＴＭレート ※2：全日本ＣＩＦ価格
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通期の見通し（個別）

 通 期 見 通 し 前 期 比 
ガ ス 販 売 量 7,458 百万ｍ３ ＋0.7% 
売 上 高 7,615 億円 ＋1.0% 
営 業 利 益 683 億円 ＋15.1% 
経 常 利 益 640 億円 ＋18.7% 
当 期 純 利 益 400 億円 ＋21.2% 

【下半期想定原油価格($/bbl) ：２８ドル、想定為替レート(円/$)：１１８円】
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